
「原発ゼロ」「再エネ１００」に向け、国会で開かれた議論を! 

第９５回 国会エネルギー調査会(準備会) 

電力の安定供給のために何をすべきか 
～需給ひっ迫を教訓に～ 

 

2011年から 11年目、3月 16日に福島県沖で起きた震度６（マグニチュード（Ｍ）７・

４）の地震は、またも大型発電所の脆弱性を明らかにした。 

震度５の耐震性しか求められてこなかった火力発電所の複数が停止。地震前からの計画

的停止とトラブルによる停止も重なっていた上に、東北から東京向けの送電線の運用容量

も半減中だったとされる。 

奇しくも寒波が襲来、3 月 21 日から 23 日午前中にかけて電力需要が増加、首都圏及び

東北でブラックアウトの危険すらあるとして、政府は節電要請を始めたが、明示的に「需

給ひっ迫警報」を公表するのは後手に回った。 

2050年カーボンニュートラルに加え、ウクライナ侵攻に対するロシア制裁のための天然

ガスの供給不足の懸念も相まって「原発再稼働」の叫び声が喧しいが、今回、改めて明ら

かになったのは、原発のみならず火力発電さえも、緊急事態には太刀打ちができないとい

うことではないか。 

電力の安定供給のために、本来、何をすべきなのか。省エネ、再エネを含めた問題の根

本解決を含めて、今後について討議します。 

 

開催概要 
日時：2022年 4月 28日（木）16:00～18:00 

場所：オンライン開催（Zoom） 

Zoomミーティング ID: 811 4524 4676 パスコード: 534912 

（https://us06web.zoom.us/j/81145244676?pwd=a3BrOC9PT2VyOHVJNS9KV0lvT3dZdz09） 

主催：超党派議員連盟「原発ゼロ／再エネ 100の会」／国会エネ調有識者チーム 

出席者：国会議員（原発ゼロ／再エネ 100の会メンバーはじめ関心をお持ちの皆様） 

国会エネルギー調査会（準備会）有識者チームメンバー 

テーマ：電力の安定供給のために何をすべきか～需給ひっ迫を教訓に～ 

 

プログラム 
① 開会：冒頭挨拶 

② 提起：安田陽氏（京都大学大学院経済学研究科再生可能エネルギー経済学講座特任教授） 

③ 説明：経済産業省資源エネルギー庁 

   「自然災害レジリエンスと電力需給ひっ迫に関する検証と対策について」 

④ コメント：飯田哲也（環境エネルギー政策研究所（ISEP）所長）ほか 

⑤ 出席国会議員・有識者を交えた総合討議・質疑応答 

⑥ 閉会 

＊ ISEP YouTubeチャンネルで配信しています→ http://www.youtube.com/user/ISEPJAPAN 
＊ 過去開催分の映像・配布資料も公開しています → http://www.isep.or.jp/archives/library/5024 

◆事務局連絡先  阿部知子衆議院議員事務所（原発ゼロ／再エネ 100の会事務局）  
Tel: 03-3508-7303 / Fax: 03-3508-3303 / E-mail: masano@abetomoko.jp 

認定 NPO 法人環境エネルギー政策研究所（有識者チーム事務局） 

Tel: 03-3355-2200 / Fax: 03-3355-2205 / E-mail: dohman_haruhiko@isep.or.jp 
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国会エネ調(準備会)コメント 2022年4月28日
飯田哲也(環境エネルギー政策研究所)

 歴史的な振り返り
• 2007年7月の中越沖地震、3.11直後の計画停電から11年後に「節電要請」

 構造的な問題
• 無責任な原発再稼働提案や太陽光低出力原因説の流布
• 不完全な市場構造（中途半端な発送電分離、発販一体と変動数量契約等）
• 拙速な「容量市場」を抜本的に再検討する必要性
• 市場全体を見ても混乱と機能不全(高騰が続く卸電力取引所、再エネ出力抑制など)

 未来志向の変革へ
• 抜本的な市場見直しの必要性（容量メカニズム見直しを含む）
• 蓄電池、DR市場、柔軟性、再エネ最優先

(出典)山家公雄「No.142 日本は価値の数だけ電力市場を作るのか」2019年8月29日
京都大学大学院経済学研究科再生可能エネルギー経済学講座

南オーストラリア州の大規模蓄電池
・VRE(風力＋太陽光)が世界トップクラスの60%
・2016年9月の暴風雨で全州ブラックアウト
・2017年12月に大型蓄電池導入
(配電網に100MW、125MWhのテスラ製)

・75億円投資・年30億円の節約効果
(7割は停電対策、残り3割の周波数調整用)で稼ぐ
・2020年に1.5倍に増設

(出典) Charlie Bloch et. al.,  “BREAKTHROUGH BATTERIES -

Powering the Era of Clean Electrification”, RMI, 2020年1月

複雑な日本の電力市場設計
(日本、ドイツ、テキサスの比較)


